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はじめに 

令和 5 年 12 月 14 日、与党より令和 6 年度与党税制改正大綱（以下「大綱」）が公表され、12 月 22 日に閣議決定

された1。 

本ニュースレター「令和 6 年度税制改正の詳解」では、大綱の項目のうち、法人に関する分野（国際課税・消費課税など）

を中心に、図解等を用いて詳しく解説する。 

なお、以下の内容は大綱に基づくものであり、実際の適用に当たっては、令和 6 年 3 月までに成立が見込まれる関連法令

等を確認する必要がある点に、留意されたい。 

1 令和 5 年 12 月 22 日閣議決定後に追記。 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/tax-finance/japan-tax-newsletter-22december2023.html
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国際課税 

1. 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税等の見直し 

各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税等について、次の見直しが行われる。国内ミニマム課税（Qualified 

Domestic Minimum Top-up Tax ：以下「QDMTT」）を含め、OECD において来年以降も引き続き実施細目が議論され

る見込みであるもの等については、国際的な議論を踏まえ、令和 7 年度税制改正以降の法制化が検討される。 

(1) 自国内最低課税額に係る取扱い  

次の見直しが行われる。現行、QDMTT はグループ国際最低課税額の計算上で当期国別国際最低課税額等から控除され

るところ、改正案では一定の要件を満たす QDMTT を設けた国又は地域について、グループ国際最低課税額を零とするセー

フ・ハーバーが設けられることになる。 

◼ 構成会社等がその所在地国において一定の要件を満たす自国内最低課税額に係る税を課することとされている場合

に、その所在地国に係るグループ国際最低課税額を零とする適用免除基準が設けられる 

◼ 無国籍構成会社等が自国内最低課税額に係る税を課されている場合には、グループ国際最低課税額の計算におい

てその税の額が控除される 

(2) 外国税額控除の見直し 

次に掲げる外国における税について、外国税額控除における取扱いが設けられる。改正案では QDMTT が外国税額控除の

対象であることが明確化され、懸念されていた外国子会社合算税制による課税と QDMTT による二重課税について一定の

措置が講じられることとなる。 

対象から除外されるもの 対象とされるもの 

◼ 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税に相

当する税（いわゆる IIR により課される税） 

◼ 外国を所在地国とする特定多国籍企業グループ等に属す

る構成会社等に対して課される税（グループ国際最低課

税額に相当する金額のうち一定の金額を課税標準とする

ものに限る）又はこれに相当する税（いわゆる UTPR によ

り課される税） 

◼ 自国内最低課税額に係る税（QDMTT により

課される税） 

(3) その他 

OECD が 2023 年 2 月及び 7 月に公表している執行ガイダンス及び GloBE 情報申告に係る文書で検討されていたもののう

ち、現行未反映であったもの等を含む次の追加や見直し等が行われる。 

◼ 個別計算所得等の金額から除外される一定の所有持分の時価評価損益等は、特定多国籍企業グループ等に係る

国又は地域単位の選択により、個別計算所得等の金額に含めることが認められる 

◼ 導管会社等に対する所有持分を有することにより適用を受けることができる税額控除の額（一定の要件を満たすもの

に限る）は、特定多国籍企業グループ等に係る国又は地域単位の選択により、調整後対象租税額に加算することが

認められる 

◼ 特定多国籍企業グループ等報告事項等の提供制度について、特定多国籍企業グループ等報告事項等が、提供義務

者の区分に応じて必要な事項等に見直される 

◼ 法人住民税の計算の基礎となる法人税額に各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税の額が含まれない

よう所要の措置が講じられる 

◼ その他所要の措置が講じられる 

 

2. 外国子会社合算税制の見直し 

外国子会社合算税制におけるペーパー・カンパニー特例については、その適用要件の一つに、「収入割合要件」がある。このう

ち、例えば、持株会社特例に係る収入割合要件は、外国関係会社の収入金額の合計額のうちに占める一定の子会社等

からの配当等が占める割合が 95%超であることを要するというものであるが、当該外国関係会社に収入等がない場合には、

当該要件を充足しないことになるのではないかという疑義が生じていた。大綱によれば、外国関係会社の事業年度に係る収

入等がない場合には、その事業年度における収入割合要件の判定が不要とされる。 
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3. 過大支払利子税制の見直し 

過大支払利子税制（対象純支払利子等に係る課税の特例）は、所得金額に比して過大な利子を支払うことを通じた租

税回避を防止するための制度である。 

過大支払利子税制の適用を受け、損金不算入とされた支払利子等の額（以下「超過利子額」）は、現行法上、原則とし

て最大 7 年間繰り越して、一定の金額を限度として損金算入を行うことができることとされている。大綱によれば、令和 4 年

4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの間に開始した事業年度に係る繰越期間が 10 年（原則：7 年）に延長される。

これは、米国における急激な金利上昇を受けた時限的対応措置と推測される。 

 現行 改正案 

超過利子額の繰越期間 7 年 10 年（原則：7 年）※ 

※ 令和 4 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの間に開始した事業年度に係る超過利子額 

 

4. 子会社株式簿価減額特例の見直し 

子会社株式簿価減額特例の適用により減額する株式等の帳簿価額の計算に際しては、その子法人から受ける対象配当

金額のうち特定支配関係発生日以後の利益剰余金の額から支払われたものと認められる部分の金額を除外できる特例計

算が認められている。 

現行法上、この特例計算が認められる「対象配当等の額」から、特定支配日の属する事業年度に受ける配当等の額は除

外されている。大綱によれば、上記の特例計算について、特定支配関係発生日の属する事業年度内に受けた対象配当金

額（その特定支配関係発生日後に受けるものに限る）についても、その特例計算の適用を受けることができることとされる。 

＜想定される特例のイメージ＞ 

  

5. その他 

国内外のグローバル化など、経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直しが予定されている。OECD／G20 の「BEPS 包摂

的枠組み」において議論されている、経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対応する 2 本柱の解決策のうち、移転価格税

制に関連する第 1 の柱「市場国への新たな課税権の配分」に関しては、大綱には具体的な内容が記載されなかったが、引き

続き状況を注視する必要がある。  
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消費課税 

1. プラットフォーム課税の導入 

国外事業者に係る消費税の課税の適正化を目的として、プラットフォーム課税の導入が行われる。プラットフォーム課税につい

ては、これまでプラットフォームを介して数多くの国外事業者が国内市場に参入している中で、国内外の競争条件の公平性も

考慮しつつ、適正な課税を確保するための⽅策を検討するとされていたが、令和 6 年度の税制改正により具体化される。 

(1) プラットフォーム課税 

国外事業者がデジタルプラットフォームを介して行う電気通信利用役務の提供（事業者向け電気通信利用役務の提供に

該当するものを除く：以下同じ）のうち、国税庁長官から指定を受けたプラットフォーム事業者（以下「特定プラットフォーム

事業者」）を介してその対価を収受するものについては、特定プラットフォーム事業者が行ったものとみなされる。すなわち、国

外事業者が特定プラットフォーム事業者を経由して電気通信利用役務を提供する場合、そのデジタルサービスに係る消費税

について、国外事業者に代わり特定プラットフォーム事業者に納税義務が課される。 

上記の改正は、令和 7 年 4 月 1 日以降に行われる電気通信利用役務の提供について適用され、所要の経過措置を講ず

るとされている。 

1) 特定プラットフォーム事業者における対応 

国税庁長官は、プラットフォーム事業者のその課税期間において対象となるべき電気通信利用役務の提供に係る対価の額

の合計額が 50 億円を超える場合には、当該プラットフォーム事業者を特定プラットフォーム事業者として指定する。また、特定

プラットフォーム事業者に指定した旨を通知するとともに、当該特定プラットフォーム事業者に係るデジタルプラットフォームの名

称等についてインターネットを通じて公表するものとし、指定を受けた特定プラットフォーム事業者は、上記の対象となる国外事

業者に対してその旨を通知するものとする。 

指定を受けた特定プラットフォーム事業者は、確定申告書に国外事業者が提供した電気通信利用役務について、金額等を

記載した明細書を添付した上で、消費税の申告及び納付を行うこととなる。 

よって、特定プラットフォーム事業者は以下の対応が必要となる。 

◼ その課税期間において対象となるべき電気通信利用役務の提供の対価の額の合計額が 50 億円を超える場合には、

その課税期間の確定申告期限までに国税庁長官に届出を行う 

◼ 特定プラットフォーム事業者の指定を受けた旨の国外事業者への通知 

◼ 令和 7 年 4 月 1 日以降に行われる国外事業者による電気通信利用役務の提供に関して、明細書を添付して消費

税の申告及び納付を実施する 

＜イメージ＞アプリストアを通じてオンラインゲームを配信 

【出所】「国境を越えたデジタルサービスに対する消費税の課税のあり⽅に関する研究会 報告書」（財務省）1 頁を参考に

作成 

 

2. 外国法人に対する事業者免税点制度の特例及び簡易課税制度の見直し 

事業者免税点制度は国外事業者により、売⼿が納税せず買⼿が控除を行う、いわゆる「納税なき控除」による租税回避が

行われている状況を踏まえ、見直しが行われる。また、簡易課税制度においても恒久的施設を有しない国外事業者について

は、国内における課税仕入れ等が一般的に想定されず、業種ごとのみなし仕入率による控除が適切とはいえないため、簡易

課税制度の適用を認めないこととされる見直しが行われる。 
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(1) 事業者免税点制度の特例の見直し 

事業者の事務処理能力等を踏まえて、事業者免税点制度を適用しないこととする特例に関して見直しが行われる。 

上記の改正は、令和 6 年 10 月 1 日以後に開始する課税期間から適用される。 

1) 特定期間における課税売上高による納税義務の免除の特例 

課税売上高に代わり適用可能とされている給与支払額による判定の対象から国外事業者を除外する。 

⾮居住者への給与の支払が判定の対象となっていないため、国外事業者に対して本特例が適切に機能していないことを踏ま

え、国外事業者については「給与（居住者分）の合計額」による判定を認めないこととされる。 

2) 資本金 1,000 万円以上の新設法人に対する納税義務の免除の特例 

外国法人は基準期間を有する場合であっても、国内における事業の開始時に本特例の適用の判定を行う。 

現行法では新設法人の特例は、事業年度開始の日の資本金等が 1,000 万円以上の法人でかつ基準期間がない課税期

間を対象としているが、外国法人は、日本への進出時点で設立から一定期間経過していることが一般的であり、本特例が適

用されないことを踏まえ、外国法人については、日本における事業を開始した時の資本金等により本特例を適用することとさ

れる。すなわち、外国法人で日本における事業を開始した時の資本金等が 1,000 万円以上の法人は、納税義務を免除さ

れない。 

3) 資本金 1,000 万円未満の特定新規設立法人に対する納税義務の免除の特例 

本特例の対象となる特定新規設立法人の範囲に、その事業者の国外分を含む収入金額が 50 億円超である者が直接又

は間接に支配する法人を設立した場合のその法人を加えるほか、外国法人は基準期間を有する場合であっても、国内におけ

る事業の開始時に本特例の適用の判定を行う。現行法では、国内の課税売上高が 5 億円超の法人等が、直接又は間接

に支配する法人として設立した資本金等 1,000 万円未満の法人であり、かつ基準期間がない課税期間を対象としている

が、事務処理能力を有する大企業でも、日本での課税売上高がなければ一律に対象外となってしまうことを踏まえ、全世界

における収入金額が 50 億円超である者が、直接又は間接に支配する法人として資本金等 1,000 万円未満の法人を設立

した場合も対象に加えられる。すなわち、国内事業者・国外事業者を問わず、特定新規設立法人の判定には、当該法人を

直接又は間接に支配する者の全世界の収入金額が基準とされるほか、外国法人については、基準期間がある場合にも適

用されるため、全世界の収入金額が 50 億円を超える者が直接又は間接に保有する法人等は、納税義務を免除されないこ

ととされる見込みである。 

 現行 改正案 

1） 

特定期間におけ

る課税売上高

の特例 

特定期間（前事業年度の上半期）における国内の

課税売上高の判定において、課税売上高の代わりに

給与（居住者分）の合計額を用いることができる

（消法 9 の 2③）。 

国外事業者は、納税義務の判定において特定期

間における給与の支払額での判定が認められない

ため、特定期間の国内の課税売上高が 1,000 万

円超の場合、納税義務が生じることとなる見込み

である。 

2） 

新設法人の 

特例 

基準期間がない課税期間において、事業年度開始

の日における資本金等が 1,000 万円以上の法人で

ある場合、課税事業者となる（消法 12 の 2①）。 

外国法人は、基準期間がある場合であっても、日

本における事業を開始した日における資本金等が

1,000 万円以上の法人である場合、課税事業者

となる見込みである。 

3） 

特定新規設立

法人の特例 

基準期間がない課税期間において、国内の課税売

上高が 5 億円超の法人等が、直接又は間接に支

配する法人として設立した資本金等 1,000 万円未

満の法人である場合、課税事業者となる（消法 12

の 3①）。 

基準期間がない課税期間において、国内の課税

売上高が 5 億円超又は国外分を含む収入金額

が 50 億円超である者が、直接又は間接に支配す

る法人として設立した資本金等 1,000 万円未満

の法人である場合、課税事業者となる見込みで

ある。 

外国法人は基準期間を有する場合でも日本にお

ける事業を開始した時に上記基準にて判定を行う

こととされる。 

 

(2) 簡易課税制度等の見直し 

その課税期間の初日において、所得税法又は法人税法上の恒久的施設を有しない国外事業者について、簡易課税制度

の適用を認めないこととされる。また、適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措置の特

例（いわゆる 2 割特例）についても同様の扱いとされる。 

上記の改正は、令和 6 年 10 月 1 日以後に開始する課税期間から適用される。 
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3. インボイス制度に関連する改正 

(1) 免税事業者等からの仕入税額控除に係る経過措置の適用に関する制限 

適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れに係る税額控除に関する経過措置について、一の適格請求書発

行事業者以外の者からの課税仕入れの額の合計額がその年又はその事業年度で 10 億円を超える場合には、その超えた

部分の課税仕入れについて、インボイス制度導入に伴う 8 割控除・5 割控除の経過措置の適用を認めないこととする。すな

わち、免税事業者等からの仕入税額控除に係る経過措置の適用は、特定の 1 社から 10 億円を超えた部分は認められな

いこととされる。 

上記の改正は、令和 6 年 10 月 1 日以後に開始する課税期間から適用される。 

(2) 自動販売機等及び入場券回収による帳簿のみの保存の特例について 

一定の事項が記載された帳簿のみの保存により仕入税額控除が認められる自動販売機及び自動サービス機による課税仕

入れ並びに使用の際に証票が回収される課税仕入れ（3 万円未満のものに限る）について、帳簿への住所等の記載が不

要とされる。 

なお、令和 5 年 10 月 1 日以後に行われる上記の課税仕入れに係る帳簿への住所等の記載については、運用上、記載が

なくとも改めて求めないものとされる。 

 現行 改正案 

帳簿のみの保存

の特例における

記載要件 

① 課税仕入れの相⼿⽅の氏名又は名称  

② 課税仕入れを行った年月日 

③ 課税仕入れに係る資産又は役務の内容  

（課税仕入れが他の者から受けた軽減対象課税

資産の譲渡等に係るものである場合には、資産の

内容及び軽減対象課税資産の譲渡等に係るもの

である旨）  

④ 課税仕入れに係る支払対価の額 

⑤帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められるい

ずれかの仕入れに該当する旨  

⑥仕入れの相⼿⽅の住所又は所在地（自動販

売機特例、及び入場券特例に該当する場合に記

載が必要） 

（消法 30⑦、消令 49①、消規 15 の 4、令和 5

年国税庁告示第 26 号） 

① 課税仕入れの相⼿⽅の氏名又は名称  

② 課税仕入れを行った年月日 

③ 課税仕入れに係る資産又は役務の内容  

（課税仕入れが他の者から受けた軽減対象課税

資産の譲渡等に係るものである場合には、資産の

内容及び軽減対象課税資産の譲渡等に係るもの

である旨）  

④ 課税仕入れに係る支払対価の額 

⑤帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められるい

ずれかの仕入れに該当する旨 

⑥ 仕入れの相⼿⽅の住所又は所在地（自動販

売機特例、入場券特例に該当する場合でも、運

用上記載は求められない） 

 

 

4. その他 

消費税の現行制度を利用した不正な仕入税額控除を防ぐ観点等から、以下の措置が導入される。 

(1) 外国人旅行者向け消費税免税制度により免税購入された物品に関する仕入税額控除について 

外国人旅行者向け消費税免税制度により免税購入された物品と知りながら行った課税仕入れについて、仕入税額控除制

度の適用を認めないこととされる。 

上記の改正は、令和 6 年 4 月 1 日以後に国内において事業者が行う課税仕入れについて適用される。 

(2) 消費税の不正受還付犯（未遂犯を含む）の対象ついて 

消費税の不正受還付犯（未遂犯を含む）の対象に、偽りその他不正の行為による更正の請求に基づく還付が加えられる。 

上記の改正は、法律の公布の日から起算して 10 日を経過した日以後にした違反行為について適用される。 

(3) 金又は白金の地金等の購入した場合の事業者免税制度及び簡易課税制度の適用について 

高額特定資産を取得した場合の事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を制限する措置の対象に、その課税期間

において取得した金又は白金の地金等の額の合計額が 200 万円以上である場合を加えることとされる。 

上記の改正は、令和 6 年 4 月 1 日以後に国内において事業者が行う金又は白金の地金等の課税仕入れ及び保税地域

から引き取られる金又は白金の地金等について適用される。 
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(4) 消費税法上の調整対象固定資産について 

漁港及び漁場の整備等に関する法律の漁港水面施設運営権を消費税法上の調整対象固定資産（無形固定資産）と

することとされる。 

二酸化炭素の貯留事業に関する法律（仮称）の制定を前提に、同法の貯留権（仮称）及び試掘権（仮称）を消費

税法上の調整対象固定資産（無形固定資産）とすることとされる。 
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